
 
 
 

 

 

昨年 10月からサポート期間の更新を迎える

Plaza 財務会計のユーザの皆様にご案内してお

ります通り、Plaza シリーズのサポートが残す

ところあと 2 年（2 回の年次更新）となりまし

た。 

Plaza財務会計のユーザ様へ 

数多くのお客様が既に Plaza-i へマイグレー

ションしていただいておりますが、Plaza 財務

会計を一人で利用しているというお客様が、移

行しきれずにいらっしゃいます。 

Plaza-i はバイリンガル、多通貨という特徴

を持つ中小・中堅企業向け ERP システムとして

既に 150 社以上の会社でご利用いただいており

ますが、今回、上記のような Plaza 財務会計を

一人で利用しているお客様の為に、Plaza-i のス

タンドアロン版を用意しました。 

スタンドアロン版－低価格モデル 

このスタンドアロン版は、機能的には

Plaza-i と同じですが、一台のコンピュータで利

用することを前提に、ライセンス価格を従来の

Plaza 並に押さえた低価格モデルです。Oracle
も Personal Edition（PE）という 4 万円でご提

供可能なライセンスを使用します。 

スタンドアロン版で提供する Plaza-i はバー

ジョン 2 という、.NET Framework という最新

の環境で動作するプログラムです。 

最新環境で稼働するPlaza財務会計 

Plaza-i バージョン 2 はバイリンガル、多通

貨、マッチング等の Plaza 財務会計の便利な機

能はそのままに、しかし、ERP を強烈に意識し

たバージョン 1 のようにマスター管理、ユーザ

管理などに分かれておらず、1 つのプログラム

から全てのメニューを起動することが出来る Pl 
aza 財務会計のユーザ様にも違和感なくご

利用いただけるシステムです。 
また、Plaza 財務会計は Access2000 までし

かサポートしていないため、Vista 等では動作し

ませんが i は、Office2007 も含む、最新のコン

ピュータ環境で動作します。但し、Plaza-i はコ

ンピュータのリソースを多めに必要としますの

で、XP（SP2 以上）であれば 2GB 以上、Vista
であれば 3GB 以上のメモリーを推奨していま

す。 
また Plaza 財務会計では総勘定元帳照会並

びに印刷で、期を跨いだ出力が出来ませんでし

たが、Plaza-i では期を跨いで会計期間を指定し

出力することが可能になりました。 
また、Plaza-i は、四半期財務諸表対応、PDF

への出力、グリッド画面のエクセル転送、消費

税の伝票別税抜き処理による消費税申告書の出

力、電子帳簿保存法への対応等、最新の会計シ

ステムが備えるべき機能を備えています。 
従って、Plaza 財務会計のユーザの皆様には、

Plaza のデータがコンバージョン可能で、なお

かつ、最新コンピュータ環境で稼働する、機能

的にも進化した Plaza 財務会計が登場したとお

考えいただければ幸いでございます。 

固定資産につきましては、既に、減損会計

並びにリース会計に対応した Plaza-i 固定資産

をご利用いただいておりますが、給与計算につ

きましても、.NET Framework 環境に対応した

Plaza-i 給与計算を本年 3月にリリースいたしま

す。 

Plaza-i給与計算－3 月リリース 

Plaza-i 給与計算は、給与台帳、賃金台帳で、

「ゼロ金額を印刷しない」オプションをサポー

トし（無駄な項目を印字しなくなりました）、

また、暦年を超えた年月を範囲指定して印字で

きるようになりました。 
また、Plaza-i 給与計算モジュールのみ、移

行期間中については当面 Access2000 の MDB
をサポートします。但し、他の Plaza-i モジュー

ルと同じく、近い将来 Oracle に一本化していく

予定ですので、この機会に Personal Edition も

含む Oracle データベースへの移行も合わせて

ご検討下さい。 

お問い合わせ 
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 SOE商品見積問い合わせ 

毎度、Plaza-i をご利用いただき誠にありが

とうございます。 
さて、本稿では、SOE 販売管理システム、

見積メニューの「商品見積問い合わせ」機能

（V2.00.26）についてご紹介させていただきま

す。 

本機能は、特定の得意先に対する、見積明細

履歴と、受注明細履歴を、1 つの画面（の 1 つ

のグリッド）で一覧照会することができます。 

過去履歴の検索 

特定の得意先だけでなく、特定の営業担当者、

特定の期間（日付）といった観点での照会も可

能です。 
見積・受注の商品明細には、在庫品、受注発

注品、諸口品が混在していることを想定し、商

品コード、伝票商品名だけでなく、摘要明細（会

社別オプションにより「商品名 2」を想定）、

見積商品コード、見積商品仕様、仕入先コード、

ユーザ定義コード・同名称（3 つまで）と、商

品明細に関する多くの情報が範囲指定条件とし

て利用することができるようになっています。 

照会した商品が在庫品の場合、自店倉庫（ロ

グインユーザのユーザロケーションのファシリ

ティ・倉庫）の現在庫の状況（現在庫数、引当

済み数、これらを差し引きした、出荷可能数な

ど）も、併せて照会することができます。 

同時に現在庫を照会 

自店倉庫に有効在庫がない場合、在庫照会ジ

ャンプボタン（おなじみの虫眼鏡ボタン）から、

他店倉庫の現在庫の状況、さらには、代替商品

の現在庫状況も照会することが可能です。 

照会した商品が、（諸口品ではなく、）商品

コード品で、商品単価マスターに販売単価、仕

入単価を登録している場合、最新の販売単価、

仕入単価も確認することができます。 

同時に最新単価を照会 

この最新単価の取得機能は、後述の伝票転記

機能により、見積・受注明細の履歴の単価をそ

のまま新規伝票の商品明細に転記したいという

運用も想定されますので、フォーム別オプショ

ンとして提供しています。 

照会した商品が受注発注品の場合、その発

注・仕入関連の情報（調達指示明細）も併せて

照会することができます。 

同時に調達情報を照会 

商品コード品の場合は、商品マスターにその

仕入先（調達取引先）などの情報が登録されて

いますが、引き合いや案件の都度、仕入先や商

品を探してくるため商品マスターに登録・管理

できない、いわゆる諸口管理品の場合、その商

品・仕入先の情報は、伝票の商品明細（調達指

示明細）で、そのつど入力することになります。 
調達指示明細を照会することで、こうした商

品コード品、諸口品の違いを吸収して、同一画

面で一覧照会することが可能です。 
なお、この調達指示明細の照会は、検索実行

時に、負荷がかかることがあるため、実行時オ

プションとして、検索しないこともできるよう

になっています。 

特定の得意先に対する見積・受注履歴を照会

した場合、自社の取り扱い商品がその他多数あ

っても、その得意先に販売したことがない商品

は、照会することができません。 

商品マスターから検索 

本機能では、同じ画面の別のタブから、商品

マスターも検索することができるようになって

います。 
商品マスターから検索した際にも、過去履歴

の検索と同様に、現在庫、最新単価、調達先の

照会をすることができます。 

本機能は、SOE 見積メニューからだけでは

なく、見積伝票入力、受注伝票入力からもアク

セスすることができます。 

検索した情報を伝票に転記 

各伝票入力からアクセスすると、照会した履

歴データを、そのまま伝票明細に転記すること

ができ、入力支援機能としての機能も提供して

います。 

本機能の詳しい内容につきましては、ユーザ

ーズガイドの該当節をご参照ください。 

終わりに 

本機能は、メニュー・機能名の通り、商品、

見積問い合わせに特化した営業支援としての機



能を提供しています。 
過去履歴の検索により、特定の得意先に対す

る継続取引、再販売機会の効率化と併せて、諸

口取引の情報の共有により、販売機会の創出、

拡大にも寄与することができるのではないでし

ょうか。 
また、商品マスターに登録、管理している商

品は、在庫品にしても受注発注品にしても、仕

入先との定常的な取引があるため、諸口品と比

べて、安価で調達可能であることが想定され、

その分、販売利益を多く見込むことができます。 
貴社 Plaza-i 運用におかれましても、本機能

のご利用を検討されてみてはいかがでしょうか。 
 

Plaza-i固定資産（IFRS対応） 

News Letter  2012 年 1 月（Vol.145）にて

お伝えさせて頂きました Plaza-i 固定資産 IFRS
対応につきまして、2013 年末までを予定してお

りましたが、IFRS 早期適用を行う企業も増えつ

つある状況のなか、開発期間を更に前倒しし、

2013年7月に正式リリースとさせて頂きました。 
現在の日本における IFRS 適用についての

動きとしまして、金融庁からは「IFRS の任意適

用要件の緩和」「J-IFRS 創設」「単体開示の簡

素化」の方針が示され、IFRS 任意適用の拡大に

向けて動いており、上場企業の多くが IFRS 任

意適用可能とされる見込みです。 
また、企業会計基準委員会（ASBJ）は「日

本版 IFRS」（J-IFRS もしくはエンドースメン

ト IFRS）を 2014 年秋にも完成させるという方

針を明らかにしています。 
そのなかで、固定資産の減価償却は注目を集

めており、日本基準と IFRS での会計処理に大

きな違いがあると考えられております。一例を

挙げますと日本基準における償却方法は税務上

の法定償却方法である定率法が多くの資産に適

用されておりますが、IFRS を適用している多く

の外国企業においては経済実態を反映した定額

法を適用しております。こういったケースでは

当然複数の償却方法への対応が必要となります。 
Plaza-i 固定資産におきましてはこのような

複数償却方法のほか様々な部分で IFRS 対応を

行っております。今回はその対応した機能につ

いてご紹介させて頂きます。 

①  同一の資産について複数の減価償却計算

を実行可能です。 複数の会計基準コード を

設定することにより 、 それぞれに取得価

額・ 耐用年数・ 残存価額・ 償却方法を設定

した上で、 複数の減価償却計算が可能です。 

IFRS対応 

 
②  減損損失の戻し入れ計算が可能です。 減

損損失処理後に減損がなかったとした場合

に計算される簿価額は前回に行った減損損

失処理時の減損計上前の簿価金額を、 その

減損時に設定した耐用年数・ 残存価額・ 償

却方法により 計算した金額となり ます。  
 

③  資産除去債務の見積もり 変更が可能です。

既に計上した資産除去債務の将来キャッ シ

ュフローの見積変更・ 割引率の変更などに

より 当初見積もり から変更となった場合に

対応し、 当初見積資産の取消処理と見積変

更後の資産除去費用及び債務を新たに作成

する処理を行います。  
 

④  会計期間範囲を指定して減価償却の休止

設定が可能です。 資産の保有目的が売却保

有となった場合など、 減価償却計算を中止

することが可能です。  
 

⑤  期末簿価の修正を行う ことで売却目的保

有の資産についての低価法価額の入力が可

能です。 減価償却計算完了後に残高修正入

力を行います。  
 

⑥  一部の処理を除き日本基準データの入力

時に他の会計基準データを同期して入力す

ることが可能です。多く の固定資産取引メ ニ

ューについて日本基準データを入力時にす

べての他会計基準データに同期を行う こと

が出来、二度手間となる入力作業を省力化し

ています。  

Plaza-i固定資産IFRS会計オプションは従来

の減損、リース、資産除去債務のように有償オ

プションとなります。ただし、Plaza-i本体には

組み込まれていますので通常のバージョンアッ

プにて機能提供をさせていただきます。IFRS会
計のみならず、複数会計基準により減価償却計

算を行う場合など、ぜひ弊社担当または弊社顧

客 サ ポ ー ト 部 03-5715-3315 内 線  72
（

おわり に 

support@ba-net.co.jp）までお気軽にご連絡く

ださい。 

mailto:support@ba-net.co.jp�


Plaza-i 新機能－支払予定変更許可区分 

今回は、Plaza-i V2.00.29.0 より APS 債務

管理システムに追加された機能「支払予定変更

許可区分」についてご紹介致します。 

はじめに 

支払先マスター及び従業員振込先マスター

へのメニューアクセス権限が無いユーザ（担当

者）は、支払予定データの支払方法や振込情報

を、支払先マスター及び従業員振込先マスター

の登録情報以外に変更出来ないよう設定できる

ようになりました。 

内部統制への考慮 

これにより経理担当者といえども、支払先マ

スター及び従業員振込先マスターへの入力を許

可されていない担当者は、債務計上伝票におい

て勝手に振込先を変更するような事はできなく

なるという設定が可能です。 
従って、債務計上伝票の入力担当者と支払先

マスター登録担当者が別れているような比較的

規模が大きい組織の場合に意味のあるオプショ

ンとなります。 

【 支払予定変更許可区分債務計上時】  

会社別オプション 

① 諸口支払先のみ認める（ディフォルト） 
② 従業員と諸口支払先のみ認める 
③ 常に認めない 
④ 常に認める 
以前のバージョンまでは無条件に支払予定

データを変更が可能でしたので「④常に認める」

扱いでしたが、今回のバージョン以降はディフ

ォルトの「①諸口支払先のみ認める」となりま

すのでご注意ください。 
「①諸口支払先のみ認める」の場合、支払先

マスターにメニューアクセス権限が無い入力者

は、「債務計上伝票入力」の支払予定タブで、

集計チェックボックスをオフにしても、支払先

マスターの設定と異なる振込先等に変更するこ

とはできません（内部統制として正しい）。 
「②従業員と諸口支払先のみ認める」の場合

は、諸口支払の場合、従業員コードを入力する

と、従業員振込先マスターに登録されていない

振込先でも変更が可能となります。 
従業員の場合は、マスターにメニューアクセ

ス権限が無くても諸口払いを認める方式です。 
但し、諸口支払先区分がオフの場合は、諸口

払いではないので、マスターにメニューアクセ

ス権限が無いユーザは本オプションが「④常に

認める」でない限り、支払情報の変更は一切認

められません。 
なおこれは、従業員への支払が月 1 回で重

ならない場合、従業員を支払先マスターに登録

するのは手間ですので、諸口支払先区分をオン

にした「従業員支払先（EMPPAY）」などの支

払先コードを支払先マスターに登録し、振込先

は、従業員マスターの従業員振込先タブから登

録する運用を行っているが、ある従業員が“今

回だけ”振込先を変更して欲しいと申し出た場

合の例です。 
従業員にも都度変更を認める理由は少ない

と思われますが、従業員の場合は、社外と異な

り救済の可能性があること、また振込先は一種

の個人情報と考えられますので、個人情報を従

業員から開示された場合は、マスターに対する

メニューアクセス権限が無くても入力者が変更

できると考え用意した選択肢です。 

【 支払予定変更許可区分支払変更時】  

支払方法変更メニューや組織別支払方法変

更メニューでも支払予定データ変更に対して同

様のコントロールは可能ですが、会社別オプシ

ョンは分かれております。 

 

Plaza-i給与計算の特徴と機能アップ 

今回は Plaza-i シリーズの中の「PYR 給与計

算」モジュールをご紹介します。Plaza-i の前バ

ージョン「Plaza」の頃からの特徴をそのまま引

き継ぎ、さらに日々進化し続けております。 
純日本産給与パッケージでありながら、グロ

スアップ計算、英文給与明細対応の給与ソフト

として、外資系企業様や外国籍社員を多くかか

える企業様などに長年にわたり使っていただい

ております。 
 
【 柔軟な給与計算処理】  
・ 最大 999 個の支給・控除・勤怠項目をサポ

ート。給与明細に自由にアレンジして出力



できます。 
・ 月給・日給・時給の複数支給形態に対応 
・ 複数単価設定可能 
 
【 充実の税金計算】  
・ 税額票による計算と機械計算の両方が可能。 
・ 住民税計算、年末調整、年の途中で非居住

者となった場合などの特殊ケースにも個人

別年末調整が可能。 
 
【 グロスアッ プ計算】  
・ 給与ネット支払額を指定し、システムに控

除額を自動計算させます。 
 
【 年 4 回以上賞与】  
・ 年 4 回以上の賞与支給を標準月額報酬の算

定対象に含めることが出来ますので、賞与

支給回数が年 3 回を超えても安心です。 
 
【 英文給与明細】  
・ 外国籍の駐在員を採用している場合など英

文給与明細を出力可能です。 

 
【 外貨換算処理】  
・ 外貨（邦貨）で給与を計算し、邦貨（外貨）

に換算して支払うことができます。 
 
【 給与／賞与明細メ ール送信機能】  
・ 指定した社員の給与明細・賞与明細・源泉

徴収票をパスワード付きの PDF にし電子メ

ールで社員のメールアドレスに送信するこ

とができます。パスワードの送信、テスト

送信、給与明細等の送信ログの確認等管理

業務に対応しています。 
 

その他、市販帳票にもレーザープリンターに

も出力可能な給与賞与明細や、シミュレーショ

ン、遡り計算、社会保険 FD 作成機能、企業会

計に準拠した社会保険対応など、充実した機能

をそろえております。 
また頻繁に変わる税制や保険料率などもす

べてバージョンアップで対応し各ユーザにメー

ル配信しています。 
日々品質向上のためユーザからのリクエス

トを検討し、反映させています。最近は外国籍

の社員名の長さに対応したり、非居住者の税率

計算に対応するなど常時進化しております。 
給与計算業務を自社管理化したい方、また今

はその予定のない方もぜひ一度ご検討ください。 
詳細はPlaza-i営業部 03-5715-3315 内線 

81 ま た は 弊 社 HP 資 料 請

求 (https://www.ba-net.co.jp/ssl/request/index.ht
ml）にてお問い合わせください。 

 

最新のPlaza-iバージョン情報 

平成 25 年 9 月 13 日現在までリリースして

おります最新のバージョン情報をお届けします。 
 

Plaza-i.NET    V2.01.13.12 
Plaza-i 給与計算システム V2.0.4.41 
 

なお、Plaza-i給与計算システムは弊社ホー

ムページ（http://www.ba-net.co.jp/）NEWS and 
TOPICSにも掲載しております。 
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事前確定届出給与の判定基準 

この度、東京高裁より事前確定届出給与につ

いて、冬季賞与と夏季賞与を届出したうち、冬

季賞与は届出どおりの額が支給される一方で、

夏季賞与は届出と異なる額が支給された場合の

取扱いが示されました。この裁決事例をご紹介

いたします。 
 

事前確定届出給与とは、一定の届出期限まで

に支給時期や支給額などを記載した「事前確定

届出給与に関する届出書」を所轄税務署長に提

出し、その届出書に記載した届出どおりに支給

される給与を損金の額に算入できる制度をいい

ます。 

１．事前確定届出給与 

この制度の趣旨は、本来役員賞与は利益処分

的な性格を有していたため税務上は原則損金不

算入でしたが、会社法において役員賞与を役員

報酬とともに業務執行対価に含める旨が規定さ

れたため、税務においてもこれを受けて事前に

届出られた役員賞与について損金算入を認める

ものです。 
 

対象会社は、役員に支給する冬季賞与と夏季

賞与について、それぞれ支給額などを記載した

事前確定届出給与に関する届出書を期限内に提

出していました。 

２．本件の事案と争点 

しかし対象会社は、同一の事業年度において、

冬季賞与は届出どおりの 500 万円を全額支給す

る一方で、夏季賞与は業績悪化を理由に届出額

（500 万円）を下回る 250 万円を支給しました。 
なお、対象会社は夏季賞与の減額について、

税務署長に事前確定届出給与に関する変更届出

をしていませんでした。  
本事案は、届出どおりに支給した冬季賞与が

事前確定届出給与に該当するか否かをめぐり争

われました。 
 

本件事案について納税者は、届出どおりか否

かは、個々の支給ごとに判定すべきものであっ

て、事前の定めのとおりに支給された役員給与

は事前確定届出給与に該当するというべきであ

ると主張しています。 

３．納税者側の主張と裁判所の判断 

しかしこれに対し裁判所は、職務執行期間の

全期間を一個の単位として判定すべきであり、

職務執行期間に係る当初事業年度又は翌事業年

度中に、1 回でも事前の届出どおりにされなか

ったものがあるときは、役員給与の支給は全体

として事前の届出どおりにされなかったことと

なると判断し、届出どおりに支給された冬季賞

与 500 万円を含めた 750 万円を損金不算入とし

ました。 
また裁判所は、納税者側の主張を認めてしま

うと事前の定めにおいて複数回にわたる支給を

定めておき、その後、個々の支給を事前の定め

のとおりにするか否かを選択して損金の額をほ

しいままに決定できてしまう矛盾を指摘してい

ます。 
 

事前確定届出給与について、冬季賞与と夏季

賞与の支給日が事業年度をまたいでいる場合、

冬季賞与は届出どおりに支給される一方で、翌

事業年度の夏季賞与は資金繰りの都合上届出ど

おりに支給できなかったケースが国税庁の質疑

応答事例で紹介されています。 

４．翌期支給額のみ届出額と異なる場合 

上記のケースでは、翌事業年度で届出どおり

に支給しなかったことは、直前の事業年度の課

税所得に影響を与えるようなものではないこと

から、翌事業年度に支給した給与の額のみ損金

不算入とすればよく、直前の事業年度に支給し

た給与の額は損金算入を認めています。 

 

 

 

事前確定届出給与に関する届出書を提出し

ている場合には、支給時期や支給額が届出書ど

おりに支給されているか特に留意して確認する

必要があります。 

５．まとめ 

 

▲ ▲

届出額：300万円
支給額：300万円

届出額：300万円
支給額：50万円
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定時
総会
6/26

冬季
賞与
12/25

夏季
賞与
6/25

定時
総会
6/26

X+1年
3/31
期末

職務執行期間職務執行期間



消費税率の引上げに伴う表示の変更

について 

消費税の税率が、従来の 5％から、平成 26
年 4 月に 8％、平成 27 年 10 月に 10％に引き上

げられる予定となっています。これに伴い経過

措置の準備が進められていますが、その一方で、

消費税の表示についても特例が認められること

となりました。     
今回は、既に適用されている総額表示につい

て説明するとともに、今後適用される特例につ

いて説明したいと思います。 
 

転嫁対策特別措置法が平成 25 年 6 月 5 日に

成立し、同月 12 日に公布されました。 

１．概要 

同法の成立により、これまで義務付けられて

いた総額表示について、特例として「外税表示」

または「税抜価格の強調表示」が認められるこ

ととなりました。 
 

事業者が取引の相手方である消費者に対し

て、値札やチラシ等によって、商品やサービス

の価格等をあらかじめ表示する際には消費税等

を含めた総額（税込価格）の表示を行うことが

義務付けられています。具体的には以下のよう

な表示が義務付けられています。  

２．総額表示(税込価格表示)の義務付け(現行) 

 
〈 総額表示の事例〉  

 

  
   

   
   

今回成立した転嫁対策特別措置法では、上記

総額表示に代えて外税による表示が認められる

こととなりました。具体的には、以下のような

表示が認められるようになります。 

３ ． 「 外税表示」 の特例 

 

〈 外税表示の事例〉  
 

 

 

 
 

この表示方法の場合、消費税の税率変更前後

で本体価格が変わらないため、値札の変更等の

事務負担を軽減することができます。 
なお、総額表示に代えて外税表示にする場合

には、消費者に誤解を与えないよう、表示され

ている価格が税抜価格であることを明確にする

必要があります。 
 

当該特例は、総額表示を続ける際に適用され

る特例となります。事業者が、税込価格に併せ

て税抜価格を表示する際に、税込価格が明瞭に

表示されていれば、「不当な表示」（景品表示

法第 4 条）には該当しないことが明確化されま

した。これまでは、下記のような表示は一般消

費者に誤認を与えるものとして、景品表示法に

抵触する可能性がありましたが、今後は税込価

格が明瞭にされていればその表示は認められる

こととなりました。 

４．「税抜価格の強調表示」の特例 

〈 税抜価格の強調表示の事例〉  

 
 

当該特例による表示が認められるのは、現時

点では平成 25 年 10 月 1 日から平成 29 年 3 月

31 日までとなっています。 

５．適用期間 

 

2 つの特例につきましては、実際にどのよう

な表示が認められるか、その詳細は政府により

ガイドライン等が公表される予定となっていま

す。消費税率の引き上げに向け、早めに準備を

行う必要があります。 

６．まとめ 
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